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公益財団法人鳥取県生活衛生営業指導センター 

令和４年度 事業報告書 
 
県民生活に密着したサービスや商品の提供を行い生活向上と地域の活性化に重要な役割を果たしている

生活衛生関係営業者（以下「生衛業者」という）の経営の健全化と振興を通じて、衛生水準の維持向上と

利用者及び県消費者の利益の擁護を図るため、生活衛生同業組合（以下「生衛組合」という。）、鳥取県・

鳥取市等行政機関、日本政策金融公庫（以下（日本公庫）という。）などの関係機関と連携しながら公益財

団法人鳥取県生活衛生営業指導センター（以下「指導センター」という。）の定款に定めるところにより、

営業に関する相談・指導、融資のあっせん、振興のための事業、後継者育成支援事業、標準営業約款制度

の登録・普及、クリーニング師・従事者の研修講習、新型コロナウイルス感染拡大やエネルギー価格等の

物価高騰に伴う経営支援などの事業を実施した。 

また、公益財団法人としての自覚を持ち、公益法人３法、関係法令及び定款を遵守し、コンプライアン

スに基づいて法人運営を行った。 

 

 

Ⅰ 公 益 目 的 事 業 
 
１ 相談室運営事業  
指導センターに経営指導員を配置し、管理運営と常設の相談窓口を開設して、生衛業者に対する経営

上必要な融資、労務、衛生管理等の相談と指導を行うとともに、利用者・消費者の苦情等に関する相談

業務を行った。 
また、経営指導員、経営特別相談員（以下（特相員）という。）、約款登録推進員及び関係機関等が連

携して、生衛業者に対する経営の近代化、合理化、健全化、衛生水準の維持向上などについて支援を行

った。 
 

・組織体制  常 務 理 事   １名（事務局長・経営指導員を兼務） 
経 営 指 導 員   １名 
事  務  職  員     １名 
特  相  員  ２１名 

 
２ 税務相談等事業 
平成２４年に中国税理士会鳥取県支部連合会並びに平成２７年１２月に（一社）鳥取県中小企業診断

士協会と締結した業務協力に関する覚書に基づき、税理士による税務の記帳方法、決算書の作成方法、

中小企業診断士による経営診断、事業承継等相談を希望する生衛業者について無料の個別相談・指導を

行った。 
 

・実 績 ５件・１４時間 [目標８件・１６時間] 
 
３ 地区生活衛生営業相談指導事業 

（１）出前相談・指導 
要請を受けて、経営指導員が各生衛組合の総会、理事会、役員会等に出席し相談・指導に応じるとと

もに個別の営業者、営業施設等にも出向いて対応した。 
特に特相員から提供される融資等相談事例については、随時出向き、必要に応じて税理士等の協力を

得て相談に応じた。 
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相談・指導等事業 件数  （  ）内は目標   

 
 
 
 
 
 
（２） 地区相談・指導  

鳥取市、県中部・西部生活環境担当部局の協力を得て、各管内の生衛組合役員、特相員、標準営業約

款推進員と経営指導員及び行政担当者、日本公庫融資担当者で業種横断的な地区連絡会を開催し、地域

の状況を踏まえた意見交換を行った。 
なお、県西部総合事務所管内については、開催を予定していた時期に新型コロナの感染が急激に拡大

したことから開催を見送った。 
（相談・連絡会議） 

・鳥取市保健所管内       ８月２２日  １１人 
・県中部総合事務所管内     ８月２９日   ７人 

   計２回 参加者１８人 
 

（３）衛生管理講習会 
新型コロナウイルスの感染拡大等を踏まえ、生衛業の衛生水準を確保し感染症等の拡大を未然に防止

するため美容業生衛組合及び理容生衛組合と連携して営業施設における衛生の研修会を県内３地域で実

施した。 
（理容生衛組合） 

講師：鳥取市及び県中部・西部生活環境部局 担当者 
医学博士 石田 茂 氏 

・東部地区   １０月 ３日   ３７人（うち員外 ０人） 
・中部地区    ９月２６日   ７８人（うち員外 ０人）※リモート開催 
・西部地区   １１月２１日   ４４人（うち員外 ０人） 

 
（美容業生衛組合） 

講師：鳥取市及び県中部・西部生活環境部局 担当者 
医学博士 石田 茂 氏 

・東部地区    ６月２７日   ４１人（うち員外 ８人） 
・中部地区    ９月 ５日   ２０人（うち員外 ０人） 
・西部地区    ４月２５日   ７８人（うち員外 １人） 

計６回  受講者 ２９８人（うち員外 ９人）[目標４００人] 
 
４ 生活衛生関係営業設備改善資金融資等指導事業 
日本公庫の融資に関し生衛業者の求めに応じて必要な指導を行ったほか、生活衛生関係営業経営改善

貸付における推薦業務や新型コロナウイルス関連融資の借入申込に係る代理入力等を行った。 
これらの業務に関し緊密な連携と機能的な運用を図るため、経営指導員、特相員及び日本公庫担当者

合同の研修会を行った。 
 
 
 
 
 

区  分 令和４年度 
窓口相談 （件） ８６  （１００） 
地区相談 （人）   １８  （ ４０） 
巡回相談 （人） ５８０  （６００） 

計 ６８４  （７４０） 
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生活衛生貸付 貸付実績  
 
 
 
 
 
 
 

（  ）内は前年度 
 

５ 融資等相談支援連絡協議会事業 
県が委嘱した特相員による経営相談の支援等を目的に融資等相談支援協議会を開催し、指導力向上の

ための研修を経営指導員、特相員、組合役員及び日本公庫担当者合同で行った。 
また、各生衛組合、日本公庫鳥取・米子支店、指導センターの代表者が一堂に会し融資の在り方等に

ついて意見交換を行う生活衛生改善貸付推薦団体協議会を開催した。 
（融資等相談支援連絡協議会） 

開催日 ：令和５年２月２７日 
開催場所：ホテルモナーク鳥取（リモートでも同時開催） 
参加者 ：２９人 
テーマ１：コロナ禍におけるお客様対応 

（講 師：とっとりへウェルカニコーディネータ 金井塚 千秋 氏） 
テーマ２：県の生活衛生営業関係の施策 

（講 師：鳥取県くらしの安心推進課 担当者） 
テーマ３：意見交換（生衛組合の活性化と生活衛生関係融資の取組みについて） 

（講 師：日本政策金融公庫鳥取支店融資課長） 
 

（生活衛生改善貸付推薦団体連絡協議会） 
開催日 ：令和５年３月１４日 
開催場所：サンドボックス鳥取 
出席者 ：１３名（日本公庫３名、各生衛組合理事長等６名、行政１名、指導センター３名） 
議  題：生活衛生貸付の融資状況 

新型コロナウイルス感染症特別貸付、令和４年度２次補正予算後の貸付制度等 
 
６ 生衛業情報化整備事業 
生衛業者の経営の改善及び衛生水準の向上を図るため、ホームページや情報誌「とりせい通信」を活

用し、関連する経営・融資・衛生情報や指導センター及び生衛組合の実施事業等を広く発信した。 
（１）ホームページを活用した広報 

・公益法人としての開示情報搭載 
事業計画・報告、収支予算・決算、役員改選 

・指導センターホームページの運営・管理 
指導センターの紹介       （更新１３回） 
景気動向等統計データの周知   （更新 ４回） 
感染症対策等衛生情報の周知   （更新１４回） 
融資情報の周知         （更新１３回） 
新型コロナ、物価高騰等の支援策 （更新３７回） 
情報更新合計             ８１回  

・年間アクセス件数   ９，６４８件 [目標 ３，０００件] 
・年間ページビュー数 １５，８５９件 [目標 ６，５００件] 

 
 全  体 うち 衛経貸付 うち 振興貸付 

借入決定した件数（件） ２２ 
（５６） 

     １ 
    （１）  

 ９ 
    （１５）  

融資決定額  （千円） １１４，０３０ 
（３８１，７８０） 

５，５００ 
（８，０００） 

７１，３００ 
（８７，３８０） 
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※年間アクセス件数及び年間ページビュー数は google analytics による。 
 
（２）とりせい通信の発刊 

生衛業者（員外者含む）に当指導センターの事業や生衛業に関する制度等を広く知らしめるために情

報誌を発行した。 
・発行部数 １，５００部  発行時期 令和４年７月 

 
７ 後継者育成支援事業 
高校生を対象とした職業体験を通じて、生衛業に対する職業観の向上を図ると共に、後継者不足が懸

念される理容業並びに美容業の課題解消を図り、県民の利便に支障をきたさないように努めた。 
本年度は、高校での出前授業を２校（理容１校、美容１校）で実施するとともに鳥取県理容美容専門

学校と連携した体験学習を行った。 
出前授業でアンケートを実施した結果、回答者のうち理容・美容に対する職業観が向上した者は７５％

であった。（昨年度７９％） 
（出前授業） 
 ・理容 

開催日 ：令和４年１０月１８日 
開催校 ：緑風高等学校 
参加者 ：３４人 

 ・美容 
開催日 ：令和４年１０月１７日 
開催校 ：鳥取敬愛高等学校 
参加者 ：１０２人 

（体験学習） 
開催日 ：令和４年４月～９月（３回実施） 
開催校 ：鳥取県理容美容専門学校 
参加者 ：６４人 

 

８ 消費者等コールセンター事業 
消費者・利用者及び事業者のそれぞれの利益に資するため、利用者からの苦情の実例を報告し、適正

な対処方法などを話し合い、お互いの立場を理解し、苦情の発生を未然に防止するための懇談会を開催

した。 
また、消費者団体を対象として、標準営業約款（Ｓマーク）などの生衛業者が取り組んでいる消費者

の利益擁護の研修会を開催し、消費者の理解向上を図った。 
（１）生衛業者と消費者との懇談会 

日  時：令和５年１月２４日 
場  所：白兎会館（鳥取市） 
出 席 者：９人（消費者、生衛業者、県消費生活センター、指導センター） 

※参加者からの主な意見 
・Ｓマークの認知度が低い。先ずは消費者に知ってもらうことが必要。 
・消費者団体に対する S マークの出前説明会はよい取組だと思う。等 

 
（２）消費者団体を対象とした研修会 

開催回数・延べ参加者：２回・２７名 
研修内容： 
・標準営業約款制度（Ｓマーク）について 
・新型コロナウイルス感染拡大防止のための取り組みについて 

※参加者からの主な意見 
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・Ｓマークのことはよく知らなかった。これからは注意してみる。 
・コロナの感染防止のため店側もいろいろ取り組んでいることがよく理解できた。等 

 
９ 生活衛生水準確保・向上推進事業 
生活衛生水準の確保・向上を図ると共に生衛組合の活性化の取り組みを支援するため、当指導センタ

ー及び生衛組合は行動計画を作成して推進を図るとともに、行政及び日本公庫とも連携して事業の実施

に取り組んだ。 
（１）確保・向上推進会議 

日 時：令和４年６月７日 
出席者：各生衛組合理事長、県くらしの安心推進課担当者、指導センター 
概 要：令和４年度指導センター及び各生衛組合の行動計画、これまでの活動状況 
 

（２）広報事業 
①ホームページ、機関誌等でのＰＲ 
②令和３年９月から令和４年１０月までの間に新規営業許可・届出を行った営業者に対し、組合

加入のパンフレット、機関誌「生衛とっとり」等を送付 
（送付部数 ３８５部（飲食２９４、食肉２、理容２、美容８７）（国県補助事業で対応）） 

 
（３）生衛業の実情報告及び組合活動支援要請 

①県及び鳥取市生活衛生担当局長への報告 
東部 ８月２２日 １１名、中部 ８月２９日 ７名 （西部地区は開催を見送り） 
（地区連絡会とあわせて実施） 

②県議会生活衛生関係営業振興議員連盟への組合活動支援要請 
１０月１３日 各生衛組合理事長 等 

③知事への組合活動活性化等の要望 
１１月４日 県議会生活衛生関係営業振興議員連盟会長、 

指導センター理事長、旅館ホテル組合理事長 等 
 
１０ 生産性向上営業者モデル事業 

生衛業者が、デジタル化の推進により生産性向上に向けた取組を確実に行っていけるよう、当センタ

ーと営業者が連携してモデル事業を実施した。 
・モデル事業の概要 

実施事業者：鳥取市内の喫茶店 
主な取組み：ＰＯＳレジ及びキャッシュレス決済の導入による売上管理等の事務作業の効率

化、顧客の利便性向上による売上増等 
主な 成果：事務作業の大幅な効率化、キャッシュレス決済導入による売上増 等 

 
１１ 生活衛生関係営業振興補助金事業 

県及び鳥取市から１／２の補助を受け、生活衛生関係営業者の資質向上に資するため次の事業を実施

した。 
・広報紙「生活衛生とっとり」の発行と配布  

２，５００部 年１回 令和５年１月 
 
１２ 標準営業約款推進事業 

「生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律」第５７条の１３の規定に基づき、指導セ

ンターに行政、消費者代表、業界で組織する審査委員会を設置し、申請のあった営業者を調査の上、審

査会で審査して登録を行った。 
現在、理容業・美容業・クリーニング業・一般飲食店営業・めん類飲食店営業の５業種に設定されて
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いる「標準営業約款」について、加入の促進、既登録業者の更新登録の促進に努めた。 
 

・登録状況 
８月：新規登録   ３店（美容業３） 

再 登 録  １４店（美容業１３、クリーニング業１） 
廃  止   ４店（理容業１、美容業２、クリーニング業１） 

２月：新規登録   ０店 
再登録    ７店（美容業７） 
廃 止    １店（美容業１） 

 
令和５年３月末登録店舗数 ３８４店（昨年同期 ３８６店） 

（理容業１６６、美容業２０３、クリーニング業１４、一般飲食店営業１） 
 
１３ クリーニング師等研修・講習事業 

全国生活衛生営業指導センター（以下「全国センター」という。）の委託事業として、知事の指定を受

けクリーニング業法に定める研修・講習を実施した。 
実施にあたっては、県・鳥取市及びクリーニング組合と連携して受講率の向上に努めた。 

（クリーニング師研修（１型）） 
日  時：令和４年１０月２日 
場  所：鳥取県立福祉人材研修センター（鳥取市） 
受講者数：３１名 

（クリーニング師研修（２型）） 
受  付：令和４年１０月３日～１０月１４日 
受講者数： １０名 

（クリーニング業務従事者講習（１型）） 
日  時：令和４年１０月２日 
場  所：鳥取県立福祉人材研修センター（鳥取市） 
受講者数：９名 

（クリーニング業務従事者講習（２型）） 
受  付：令和４年１０月３日～１０月１４日 
受講者数：３１名 

 
１４ 全国生活衛生営業指導センター委託事業 
（１）生衛業景況等調査 

日本公庫が発注し全国指導センターが受注し、当センターに再委託されて行う景気動向調査で、一般

消費者の生衛業利用動向や生衛業の経営状況について調査し、営業者に融資を行う日本公庫の資金需要

や融資条件の決定に活用され、もって営業者の経営安定化と振興に資した。 
対 象：県内の生衛業者  １０業種、７０店舗 
頻 度：毎四半期ごと 
調査員：特相員及び経営指導員 

 
（２）生衛業経営状況調査 

厚生労働省が全国センターを通して行う生衛業経営状況調査で、月次で経営状況を定期的・定点的に

調査・把握し、情報提供していくことにより、個々の営業者が経営判断を行う材料として、また、生衛

業に対する今後の施策の判断材料として活用することを目的として行った。 
対 象：県内の生衛業者  １０業種、４９店舗 
頻 度：毎四半期ごと 
調査員：経営指導員 
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（３）経営特別相談員研修事業 

全国センターの委託を受け、知事が委嘱した経営特別相談員の相談能力向上を図るため研修会を実施

した。 
日 時：令和４年８月２９日 ※リモート開催 
受講者： １１名 
研修内容及び講師： 
・収益力向上・最低賃金制度と働き方改革等        中小企業診断士 北村 真吾 氏 
・新型コロナウイルス感染症と感染予防対策        医学博士 石田 茂 氏 
・衛経融資制度の推進と推薦事務に係る留意事項      日本公庫鳥取支店融資課長 
・生産性向上ガイドラインマニュアル・生衛業への支援制度 指導センター 担当者 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



8 
 

Ⅱ 法 人 管 理 
令和４年度の当センター管理部門の概要 

 
１ 評議員会の開催 

定時評議員会及び臨時評議員会の開催状況 
定時評議員会（令和４年６月２３日 白兎会館） 

第１号議案 令和３年度事業報告及び附属明細書の承認について 
第２号議案 令和３年度計算書類及び附属明細書並びに財産目録の承認について 
第３号議案 補欠評議員の選任について 
第４号議案 役員の選任について 

 
臨時評議員会（令和５年３月２２日 白兎会館） 

第１号議案 令和４年度収支補正予算案の承認について 
第２号議案 令和５年度事業計画及び収支予算案等の承認について 

 
２ 理事会の開催 

通常理事会及び臨時理事会の開催状況 
第１回通常理事会（令和４年６月７日 ホテルモナーク鳥取） 

報告事項１ 執行役員の職務執行状況報告について 
第１号議案 令和３年度事業報告及び附属明細書の承認について 
第２号議案 令和３年度計算書類及び附属明細書並びに財産目録の承認について 
第３号議案 定時評議員会に付議する役員候補者の選任について 
第４号議案 定時評議員会の日時、場所、議事に付すべき事項等の決定について 

 
臨時理事会（令和４年７月４日 書面議決） 

第１号議案 公益財団法人鳥取県生活衛生営業指導センター代表理事１名、業務執行

理事３名の選任に関する件について 
第２号議案 副理事長２名のうち理事長が欠けたときに理事長の業務執行に係る職務

を代行する者を福間英年とすることについて 
 

第２回通常理事会（令和５年３月１４日 サンドボックス鳥取） 
報告事項１ 執行役員の職務執行状況報告について 
第１号議案 令和４年度収支補正予算案の承認について 
第２号議案 令和５年度事業計画及び収支予算案等の承認について 
第３号議案 臨時評議員会の日時、場所、議事に付すべき事項等の決定について 

 
３ 監事監査の実施 

理事の職務執行及び法人の計算書類・事業報告等の監査 
監事監査（令和４年５月１７日 指導センター事務所） 

監査事項 令和３年度における業務執行状況、財政状態及び会計決算について 
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令和４年度 主な業務 
令和４年 

  ４月１５日 公衆浴場業組合総会（鳥取市） 

    ２２日 都道府県指導センター事務局代表者会議（リモート） 

    ２３日 後継者育成支援事業理容・美容体験学習[１回目]（理容美容専門学校） 

    ２５日 美容衛生管理講習会［西部地区］（米子市） 

    ２６日 指導センター・組合事務局連絡会議（鳥取市） 

    ２７日 第８回鳥取県コロナに打ち克つ新しい県民生活推進会議（リモート） 

  ５月１３日 消費者団体に対する標準営業約款等研修会[１回目]（倉吉市） 

    １７日 監事監査（指導センター） 

    ２０日 消費者団体に対する標準営業約款等研修会[２回目]（倉吉市） 

    ２３日 理容組合総代会（琴浦町） 

    ３０日 旅館・ホテル組合総会（米子市） 

  ６月 １日 都道府県指導センター衛生水準確保・向上推進事業会議（リモート） 

     ４日 後継者育成支援事業理容・美容体験学習[２回目]（理容美容専門学校） 

     ７日 第 1回通常理事会（鳥取市） 

        第１回業務執行理事会（鳥取市） 

        第１回衛生水準確保向上会議（鳥取市） 

    ２２日 都道府県指導センター衛生水準確保・向上推進事業会議（リモート） 

    ２３日 定時評議員会（鳥取市） 

    ２７日 美容衛生管理講習会［東部地区］（鳥取市）※リモートでも配信 

    ２９日 食肉組合総会（倉吉市） 

  ７月 １日 都道府県指導センター衛生水準確保・向上推進事業会議（リモート） 

     ６日 広報紙「とりせい通信（第９号）」 発刊 

    １１日 第 1回標準営業約款審査会（鳥取市） 

  ８月２２日 地区連絡協議会［東部地区］（鳥取市） 

    ２９日 地区連絡協議会［中部地区］（リモート） 

        特相員研修（リモート） 

  ９月 ５日 美容衛生管理講習会［中部地区］（倉吉市） 

    １０日 後継者育成支援事業理容・美容体験学習[３回目]（理容美容専門学校） 

    １３日 食肉組合勉強会（倉吉市） 

    ２６日 理容衛生管理講習会［中部地区］（リモート） 

 １０月 ２日 クリーニング師研修・従事者講習１型（鳥取市） 

     ３日～１４日 クリーニング師研修・従事者講習2型（全県対象）１１月７日レポート提出 

     ３日 理容衛生管理講習会［東部地区］（鳥取市） 

    １３日 県議会生活衛生関係営業振興議員連盟勉強会（鳥取市） 

    １７日 後継者育成支援事業美容出前授業（鳥取敬愛高校） 

    １８日 後継者育成支援事業理容出前授業（鳥取緑風高校） 

 １１月 ４日 生衛業の振興に関する知事要望（鳥取市） 

    １７日 中国・四国ブロック都道府県指導センター会議（出雲市） 

    ２１日 理容衛生管理講習会［西部地区］（米子市） 

 １２月１５日 公益法人定期立入検査（指導センター） 

 

令和５年 

  １月 ４日 知事への実情報告、県生活環境部長との意見交換（県庁） 

        第２回業務執行理事会（鳥取市） 

    １３日 広報紙「生活衛生とっとり（第６６号）」 発刊 
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    ２４日 第２回標準営業約款審査委員会（鳥取市） 

        消費者との懇談会（鳥取市） 

  ２月２６日 クリーニング組合総会（鳥取市） 

    ２７日 融資等相談支援連絡協議会（鳥取市）※リモートでも配信 

  ３月１４日 第２回通常理事会（鳥取市） 

        第３回業務執行理事会（鳥取市） 

        生活衛生改善貸付推薦団体連絡協議会（鳥取市） 

    ２２日 臨時評議員会（鳥取市） 
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 令和４年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」 

第３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在 

しないので作成しない。 

 

               令和５年６月 

                  公益財団法人鳥取県生活衛生営業指導センター 

 

 

 

 


